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山形県新価値創造発信拠点（アンテナショップ）整備事業設計業務簡易公募型プロポーザル 

参加表明書及び技術資料に係る質問回答 

令和８年 10 月 21 日  

番
号 

資料名 

該当頁 
質 問 事 項 回 答 事 項 

1 
募集要領

P.2 

参加資格要件として、競争入札参加

資格者名簿に登録されている者とあ

りますが、現在、当該資格の随時受付

が行われていないため、本プロポーザ

ルへの参加が可能な事業者が限定さ

れるものと考えます。 

つきましては、入札参加資格の取得

に必要な書類を提出することをもっ

て、名簿への登録に代える措置は可能

でしょうか。または、本プロポーザル

への参加表明時点では未登録であっ

ても、契約締結時までに当該資格を取

得することを条件として、参加を認め

たいただくことは可能でしょうか。 

募集要領５（１）アの要件を満たす

者とは認められません。 

2 
募集要領

P.2 

参加資格要件に記載されている「当

該建築士事務所に属する建築士５名

以上」について、人数の算定は、一級

建築士、二級建築士及び木造建築士の

合計でよいでしょうか。 

 貴見のとおりです。 

 

3 
募集要領 

P2 

「5.参加者の資格」に「（２）に掲

げる要件を満たす設計共同体」とあり

ますが、設計共同体で参加する場合、

参加表明書提出時に協定書の提出は

必要でしょうか。様式の指定、写しで

いいかどうか等含めてご教示くださ

い。 

 協定書及びその写しの提出は必要

ありません。 

4 
募集要領 

P4 

提出部数 正本１部・副本９部とあ

りますが、様式１に関しましては、押

印したものを正本とし、副本には正本

（社名入り・押印したもの）のコピー

を提出すると解釈して宜しいでしょ

うか。もしくは、副本には社名・押印

なしで提出でしょうか。 

正本のみに押印し、副本は押印不要

です。なお、副本は正本のコピーでも

支障ありません。 

5 

募集要領 

P2 

作成要領 

P3 

技術者の資格要件、様式４に記載す

る技術者の業務実績については、現在

の所属事務所における実績でなく、前

職での実績の記載は可能でしょうか。 

 可能です。 

6 
募集要領 

P12 

同種、類似実績の店舗等には物品販

売の店舗やレストランなどの他、展示

場も含まれると考えてよろしいでし

ょうか。 

貴見のとおりです。 
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番
号 

資料名 

該当頁 
質 問 事 項 回 答 事 項 

7 
作成要領 

P1,3 

参加資格調書及び技術資料に関す

る※その他、添付書類は、正本のみ１

部ご用意し、副本は不要で宜しいでし

ょうか。添付書類の綴じ方は、様式２

～６とは別に、クリップ留で宜しいで

しょうかご教示ください。 

添付書類は、正本のみに一部提出し

てください。様式１～５及び添付書類

はひとまとめにしてクリップ留して

ください。 

 

8 
作成要領 

P1 

参加資格調書の添付書類として「所

属建築士の数を証明できる書類」とあ

りますが、JV で参加する場合の当該

書類は代表構成員のみ提示すればよ

ろしいでしょうか。 

 代表構成員のみで支障ありません。 

9 
作成要領 

P1 

最新の建築士事務所登録の所属建

築士の数を証明できる書類とありま

すが、建築士法第 23 条の６の規定に

よる設計等の業務に関する報告書を

提出することでよろしいでしょうか。 

 支障ありません。 

10 
作成要領 

P1 

建築士法第 23 条の６の規定による

「設計等の業務に関する報告書」の写

しについて、「建築士事務所登録受付

システム」による電子申請のため受付

印がありません。つきましては、「手

続き完了メールの写し」を受付印とみ

なして差し支えないでしょうか。 

建築士事務所登録受付システム（電

子申請）を利用して手続きを行った場

合は、同システムから送信される手続

き完了メール又は登録通知メールの

写しを、受付印に代わるものとして取

り扱います。 

11 
作成要領 

P1 

参加資格調書の添付書類として「所

属建築士の数を証明できる書類（いず

れも受付印の押印があるもの）」とあ

りますが、当該書類を「登録受付シス

テム」で手続きした場合、受付印のあ

る書面がありませんが、どのようにし

たら宜しいでしょうか。 

同上。 

12 その他 

本件整備事業の工事発注方式（指名

競争入札、一般公募型入札等）が決ま

っていましたらご教示ください。 

 未定です。 

13 その他 

本件整備事業の工事監理は当該設

計受託者が行うことになるでしょう

か。 

未定です。 

14 その他 

本提案の受託者（JV の場合の構成

員を含む）が、貴県の工事に係る競争

入札参加資格者にもなっている場合、

本件工事の元請または下請けとして

参画することに制限はないでしょう

か。 

 特に制限はありません。 

 


